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コニカミノルタは、長期環境ビジョン「エコビジョン2050」におい
て、より意欲的な目標として「カーボンマイナス」の概念を追加し
ました。お客様やサプライヤーをはじめとするステークホルダー

と連携することで、自社が排出するCO2を上回るCO2排出削減
効果を生み出し、社会全体のCO2排出量の削減に貢献していき
ます。
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オフィス／プロダクションプリント／デジタル
医療診断機器／色計測／材料・コンポーネント

● M&Aの成果極大化
● デジタル顧客価値の深耕と収益拡大

事業分野：
産業印刷／マーケティングサービス／ 医療IT
サービス／外観検査／素材・新規フィルム

● IoT時代の高収益ビジネスモデル確立
● 経営基盤の構築

事業分野
Workplace Hub／状態監視／バイオヘルス
ケア／BICの新事業開発テーマ
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人間社会の進化に貢献する
高付加価値なビジネスモデルを確立し
中長期的な成長の実現を目指します。

CEOメッセージ

代表執行役社長 兼 CEO

山名 昌衛
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中期経営計画「SHINKA 2019」の1年目となる2017年度

の当社グループ業績は、連結売上高が1兆312億円（前期比

7.1％増）、営業利益が538億円（前期比7.4％増）の増収・増

益となりました。全社合計だけでなく、すべての事業セグメン

トにおいて増収・増益を達成しており、中期経営計画初年度

として非常に好調なスタートを切ることができました。これは

前中期経営計画「TRANSFORM 2016」から取り組んできた

「複合機とITサービスの融合によるハイブリッド型販売」や

「顧客企業の経営課題に応える高付加価値の提案」が、市場

から評価されていることの証しであると捉えています。

主力のオフィス事業では、北米や欧州、中国、インドなどの

各地域で、デジタル複合機の設置台数およびプリントボ

リュームが増加しました。市場全体ではモノクロ複合機の販

売台数は減少していますが、当社はモノクロ機の販売も伸ば

しています。つまり単にモノクロ機をカラー機に置き換えたの

ではないということです。これが実現できたのは、ドキュメント

サービスだけでなく、お客様の業務ワークフローを改善する

ITソリューションをともに提供しているからです。多様な業

種・業態のお客様に深く入り込み、業務改革につながる高付

加価値のサービスを提案できているということです。これを

可能にするために、当社は過去5年以上にわたり世界規模で

の積極的なM&Aや新規採用を実施し、人財とノウハウの獲

得に努めてきました。そうした“仕込み”の成果が、設置台数・

プリントボリュームの増加として表れているわけです。

プロフェッショナルプリント事業においても、カラーデジタ

ル印刷システムの設置台数とプリントボリュームがともに増

加しています。かつてオフセット印刷からデジタル印刷へのシ

フトが始まった時代に、当社はいち早くデジタルへの転換を

進め、「軽印刷」という新市場を自ら開拓してきました。さらに

アナログ印刷用の製版フィルムで培った印刷業界の知見も

活かし、熟練した職人の技が必要だった色調整や印刷位置

調整を自動化しました。同事業の好調は、そのように「お客様

にとっての重要な課題を解決する」ことに、当社がずっとこだ

わり続けてきたことの成果であると捉えています。

ヘルスケア事業では、ここ数年好調が続いているDR（デジ

タルラジオグラフィー）分野の伸張に加えて、超音波診断装

置の分野でもシェアを拡大しました。当社の超音波診断装置

は、国内では整形領域を中心に圧倒的なシェアを確保してお

り、これを麻酔科や産婦人科への拡大を図っています。また、

海外事業拡大の布石の一つが2015年に買収したViztek社

（米国）です。同社は独自の医療画像診断用ハードとソフト、

医療ITソリューションサービスをワンストップで提供するプ

ロバイダー企業であり、強力な販売網を通じ全米の病院やク

リニックに深く入り込んでいます。Viztek社と当社がシナ

ジーを発揮していくことで、DR、超音波診断、PACS（医療用

画像保管・転送システム）を組み合わせた高付加価値の医療

ITソリューションが提供できます。2017年度の後半からその

ようなシナジー効果が顕在化し始めており、2018年度はこ

れが本格化すると見込んでいます。

2017年度は液晶テレビの大型化やスマートフォンの市場

┃2017年度の業績総括　

すべての事業セグメントで増収・増益を達成しました
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拡大にともなって、産業用材料・機器事業が大きく伸びたこ

とも特筆すべき事項です。機能材料ユニットでは液晶の偏光

板保護に使われる「TACフィルム」が主力製品ですが、当期

はVA-TACフィルムやIPS向けZeroTACフィルムなどの高付

加価値製品が大きく伸長しました。このフィルムはスマート

フォンやタブレットなどテレビ以外のアプリケーションへの

用途拡大も期待できます。一方、計測機器ユニットでは有機

ELディスプレイの検査などに使われる計測機器が販売を大

きく伸ばしました。有機ELディスプレイは今後スマートフォン

以外の用途・製品にも採用拡大が予想されることから、

2018年度以降もさらなる成長が期待されます。

2018年度も中期経営計画「SHINKA 2019」の中間年度と

して、引き続き「基盤事業」における収益力強化と「成長事業」

における収益規模の拡大に努めるとともに、「新規事業」の中

長期的視点での育成に向けた効率的投資を行っていきます。

2018年度の業績見通しは、売上高1兆800億円、営業利

益620億円、親会社の所有者に帰属する当期利益385億円

と、引き続き増収増益を予想しています。なお、この業績の前

提となる為替レートについては、米ドル105円、ユーロ125円

と設定しています。

2003年のコニカとミノルタの統合以来、私たちは「アナロ

グからデジタルへのシフト」が何を意味するのか、その本質を

徹底的に議論してきました。そのなかで見えてきたのは、デジ

タル化とは製造業にとって必ずしも良いことばかりではない、

という事実でした。デジタル化という大きな波のなかで、自ら

のトランスフォームを怠るならば、製造業としての勝ち残りが

非常に厳しくなる、という危機意識は私たちには早くからあ

りました。

重要なのは「デジタル化によって、お客様にとってどんな新

しい価値を生み出すのか？」を、しっかりと見極めることで

す。製造業の側からいえば「『デジタルなら、こんな新しいこと

ができますよ』という提案がお客様にできるか？」ということ

です。

アナログ時代にはできなかったことが、デジタルならば可

能になる。そのような新しい顧客価値の一つがプロフェッ

ショナルプリント事業の「オンデマンド印刷」です。デジタル化

顧客価値の向上につながるM&Aを実施してきました

┃M&A戦略の成果
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によって、従来の大量生産・大量消費というビジネスモデル

は劇的に変わります。必要なものを、必要な数だけ、必要な

場所でつくれるという「究極のカスタマイゼーション」が実現

するからです。加えてCO2を排出する商品輸送も、余ってし

まった印刷物の廃棄もなくなるため、地球環境保全やサステ

ナビリティにも貢献できます。またオフィス事業においても、

お客様企業にある情報・コンテンツの流れを業務プロセスと

して理解し、それを「自動化」し、「最適化」することで、生産性

向上やセキュリティ強化などお客様企業における多くの業務

課題を解決することが可能になります。

しかしながら、デジタル化によるそうした新たな顧客価値

を創出していくには、当社にない技術やノウハウ、人財を外部

から短期間で獲得する必要がありました。そのため、当社は

積極的なM&Aの推進によって北米や欧州、アジアで40社近

くのITサービスの関連企業をグループに加えてきました。

当社のドキュメント印刷の技術・ノウハウと、買収企業のIT

の力を融合して新しいソリューションとしてお客様に提供する

「ハイブリッド型販売」を実現していくために、M&Aに際して

は地域への密着性や当社事業との親和性などさまざまな要

素を慎重に吟味し、シナジーを発揮できると確信できる企業

を選び抜いて当社グループに加えてきました。そして、買収後

は早い段階で当社の事業部門の社員と買収先企業の人財を

融合させ、お客様の業種・業態別にチームを再編成し、ハイ

ブリッド型販売を進めていく過程で両者の一体感を醸成して

きました。

オフィス事業におけるこうしたM&A戦略は、主要顧客であ

る中堅・中小企業への提案力強化につながっていることはも

ちろん、大手・グローバル企業のニーズへの対応力も高めて

います。その結果、例えば4～5年前からさまざまなグローバ

ル企業を対象に、印刷システムの一括サービスというビジネ

スが好調に拡大しています。

2017年度は、ヘルスケア事業でも大型のM&Aを実施し、

これによって当社は「プレシジョン・メディシン」の領域に本

格的に参入しました。ヘルスケア事業では数年前から、事業

の将来に関して徹底的に議論してきました。そこで議論の焦

点となったのは、当社が写真フィルムで培った技術ノウハウ

を活かして開発したタンパク質精密定量化技術「HSTT

（High Sensitive Tissue Testing）」の可能性でした。HSTT

はがん細胞などの特定タンパク質を高精度に定量化する技

術で、海外の学会をはじめ色々な方面から評価をいただいて

いました。

このHSTTを核に、早期の確実ながん診断や、効果的な治

療薬の開発や投薬に貢献できるプレシジョン・メディシン事

業を構想したわけですが、事業化にあたって外部に求めたも

のの一つが「遺伝子解析」の技術でした。プレシジョン・メ

ディシンの両輪である「タンパク質」と「遺伝子」の両方を解

析できる企業はまだ世界に存在せず、これを目指そうと考え

たのです。もう一つ、当社に不足していたのが製薬業界との

太いパイプでした。そこで、すでに創薬支援事業を手がける

企業、それも最先端のAIを新薬開発に活用している企業を

探索しました。

16KONICA MINOLTA, INC. Integrated Report 2018

コニカミノルタのこれまで コニカミノルタのこれから 事業概況 サステナビリティを支える基盤 財務セクション事業戦略



情報・デジタル技術の目覚ましい進展によって、世界は大き

な変革期を迎えています。さまざまな領域で、従来の常識を根

底から覆すようなパラダイムシフトが起こりつつあります。

以前から言ってきたことですが、こうした「激動の時代」は、

当社にとって非常に大きなチャンスであると私は捉えていま

す。当社の多様な事業領域のそれぞれにおいて、新しい価値

や世の中のあり方を自ら提起していくことができる。変化への

対応ではなく、自らが変革の先頭に立てる。だからこそ、激動

の時代はチャンスになるのです。

中期経営計画「SHINKA 2019」では「課題提起型デジタル

カンパニー」を当社の目指すべき姿として掲げています。これ

を実現していくには、モノづくり力、技術力、開発力など当社が

メーカーとして培ってきた多くの強みを継続的に磨きながら、

改めて顧客視点、人間中心の視点に立って新たなビジネス

フレームを構築していく必要があります。

2017年度のプレシジョン・メディシン事業における2件の

大型M&Aは、この2つの要素の獲得にほかなりません。1社

は遺伝子診断の会社、Ambry Genetics社（AG社）です。

AG社の遺伝子診断技術と当社のタンパク質精密定量化技

術を組み合わせることで、より高精度に患者様の層別化が

可能となり、新薬開発の成功率の向上や、より効果的な投薬

に貢献することができます。もう1社は、Invicro社という創

薬支援サービスを展開する企業です。創薬の一番上流の前

当社はメーカーとしての高品質のモノづくり力、ハードウェ

アの開発力を保有しています。それに加えて、前中期経営計

画期間を通して周到に仕込んできたITソリューションの力が

あります。それらを融合させた事業展開のなかで、さまざまな

領域の貴重なデータが集積されており、それをAIやディープ

ラーニングといった先端技術で解析し可視化することにより、

今までになかったビジネスモデルや顧客価値が生み出せるは

ずです。そのようなIoT時代にふさわしい、高付加価値のプ

ラットフォームビジネスを今後数年かけて確立していく方針

です。

この新しいプラットフォームが、2018年度に発売を予定し

ている「Workplace Hub（WPH）」です。先述のように、当社

は、多様な業種・業態のお客様の「業務」に入り込み、ドキュメ

ントとITサービスをハイブリッドで提供することで付加価値を

高めてきましたが、今後はこのWPHというプラットフォームを

臨床のところで、イメージング（画像）を使ってバイオマー

カーを発見するという非常に大切な機能を多くの製薬会社

から受託している企業であり、同社の機能と当社のHSTTや

AG社の遺伝子診断を組み合わせることで、がんやアルツハ

イマーといった疾患に対する新薬開発を支援できるようにな

ります。このプレシジョン・メディシン事業はまさに社会課題

の解決に向けた取り組みそのものであり、当社の中長期での

企業価値向上にとって非常に重要であると考えています。

┃中長期の成長戦略

データを活用した新たなビジネスモデルで高収益企業を目指します
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性能・コストによる
顧客の満足度向上
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必要不可欠な
課題解決提供

ハードウェア

新規事業

成長事業

基盤事業の
SHINKA

デジタルによる付加価値向上と顧客関係強化

中核としたソリューションビジネスを展開していきます。現在

のデジタル複合機の設置スペースにこのWPHを置いていた

だくことで、ITサービスをワンストップで利用できるだけでな

く、さまざまな業種・業界の業務改善に役立つデータが集積

できます。

例えば製造業ならば、生産設備の稼働率を可視化して効

率化や品質向上、ロス低減に結びつけることができます。ある

いは働き方改革に活用すれば、情報セキュリティを担保しつ

つ効率的なリモートワークを実現することも可能です。介護

分野でも、より良いケアサポートのための施設空間のあり方

や介護する人の動線、物の配置の最適化など、WPHを活用し

たデータの集積・解析によってこれまでになかった顧客価値

を創出することができるのです。

これは、大手ITサービス企業のように膨大なビッグデータ

をクラウドで解析するというものではありません。当社の強み

は、デジタル複合機のビジネスを通して全世界約200万社の

お客様と直につながっていることです。そうした多種多様な業

種のお客様の現場（エッジ）で、お客様と一緒になって新しい

価値を実現していくことが、当社の目指すところです。それに

はWPHで集積したすべての情報をクラウドまであげる必要

はありません。データを解析して、現場で集めたデータや画像

をその場で瞬時に処理して、それぞれの業務を改善につなげ

ていけば良いのです。クラウドに何もかもあげていては巨大

データセンターをいくらつくっても追いつかないでしょう。持

続可能な社会の実現という意味からも、エッジでの課題解決

という当社の方向性は間違っていないと考えています。

もう一つの中長期的な戦略分野であるプレジション・メ

ディシン分野においても、デジタルデータの集積・解析が鍵を

握っています。2018年1月には、米国にプレジション・メディシ

ン事業のグローバル本部を設立し、事業運営体制を整えまし

た。今後は当社とAG社、Invicro社の3社が一体になること

で、がん治療や創薬支援分野の飛躍的な進歩をもたらす診断

サービスを確立できると信じています。3社の専門分野の人

財と規模の相乗効果を組み合わせることで、米国、日本のみ

ならず、欧州への事業拡張も視野に入ってきており、4年後の

2021年度には同事業の売上高1,000億円、営業利益率
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当社は、「新しい価値の創造」という経営理念のもと、その

時代ごとに求められる新しい価値を追求しながら、社会とと

もに発展してきました。近年、環境問題や高齢化、人材不足

などの社会課題が顕在化するなか、国連での「持続可能な開

発目標（SDGs）」採択や投資市場におけるESG（環境・社会・

ガバナンス）投資への関心の高まりなど、企業のサステナビリ

ティに対する取り組みへの期待が急速に高まっています。私

は、企業の成長とは、社会の課題解決につながる成長である

べきだと考えています。「経済的価値の向上」と「社会的価値

の向上」という両輪がしっかり回らなければ、企業の持続的

成長や中長期での企業価値の向上はなし得ないと考えてい

ます。この意味において、私は経営戦略の具現化＝ESGの強

化であると捉えています。10年後、20年後を見据えて、さま

ざまな社会的課題の解決に貢献していく当社の事業戦略そ

のものがESGへの取り組みであると思っています。

オフィスの生産性を飛躍的に高める、創造性を発揮できる

働き方を実現する、世界の患者様のクオリティ・オブ・ライフ

を高める等々、当社が各事業部門で進めている戦略はすべて

人間社会そのものの「進化（SHINKA）」に貢献するものであ

り、それが中期経営計画のタイトルにこの言葉を冠した理由

でもあるのです。

社会課題の解決を実現するのは技術のみならず、人財の

力が欠かせません。約4万3,000人の従業員が自ら、社会の

ため、お客様のために正しいことを実行する力を高められれ

ば大きな力になります。そのため、多様な経験や背景を持っ

た人財が交り合い、お互いを認め合い、刺激し合うことで、新

たなアイデアが次 と々生まれる組織へと変革していかなけれ

ばなりません。そうした風土を醸成し、人財の力を引き出すこ

とが経営者としての私の役割です。

また、コーポレートガバナンスに関しても、内部統制など

「守りのガバナンス」も必要ですが、しっかりとリスクテイクを

しながらも企業としての社会課題解決への挑戦を支えていく

「攻めのガバナンス」に進化させていく考えです。

さらに、より中長期視点で経営を推進していくために、

2017年度から役員報酬制度を改定し、中期業績連動株式

報酬制度を導入しましたが、これにあわせて、ESGなどの非

ESGのトップランナーを目指します

┃長期的な企業価値向上

20％以上を目指します。プレシジョン・メディシン分野で世界

トップクラスの地位を確立することで、世界中の医療機関の運

営体制にも影響を及ぼすことができる存在になっていきたい

と考えています。

こうした取り組みにより、中期経営計画最終年度となる

2019年度には、経営目標「営業利益750億円以上、親会社の

所有者に帰属する当期利益500億円、ROE9.5％」の達成を

目指します。そして、その先にある2021年度には、中期目標

「営業利益1,000億円以上、親会社の所有者に帰属する当期

利益700億円以上、ROE11％」の達成を見据えています。
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配当性向一株当たり配当額

コニカミノルタ株式会社
代表執行役社長 兼 CEO

配当金/配当性向当社は、持続的な成長を実現するために積極的な成長投

資を進めるとともに、創出した利益・キャッシュについては、

株主の皆様に積極的に還元していきたいと考えています。そ

の際に重視しているのが配当の絶対額です。

当社では、中長期的な視点から成長を支援していただける

投資家の皆様に当社の株式を保有していただきたいと考え

ています。したがって短期的な業績変化に応じて配当額を上

下させるのではなく、継続的に増配を果たすことで株主の皆

様の期待に応えていきます。さらに、配当だけでなく自己株式

取得などにも取り組んでいきます。

この利益還元方針のもと、2018年3月期の年間配当額は

30円（前期30円）としました。また、2019年3月期の年間配

当額は30円を予定しています。

私たちコニカミノルタは、これからも株主様をはじめ幅広い

ステークホルダーの皆様の信頼に応えながら、持続的な成長

を図ってまいります。皆様の一層のご支援、ご鞭撻を賜ります

よう、お願い申しあげます。

┃株主還元

配当の絶対額にこだわり、継続的な増配に努めます

財務指標も執行役の業績評価の項目に盛り込み、取締役会

においてモニタリングする仕組みを導入しました。

今後も、ESG側面でのリスクを抑制するといった消極的な

捉え方ではなく、世界のトップランナーとなることを目指した

積極的な取り組みを進めることで、グローバル社会から支持

され、必要とされる企業を目指します。
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高収益企業へのビジネスモデル変革を支える
「イノベーティブな財務戦略」へ

重点施策②
グローバル資金管理の
高度化と資本効率の向上

重点施策①
成長投資の実行を
支える仕組み

中期経営計画

2019年度に目指すべきバランスシート
総資産12,039億円
総資産回転率0.93回

総資産10,054億円
総資産回転率0.97回

資産
7,958

負債
4,712

資本
5,341

のれん及び
無形資産

2,095

資産
8,712

負債
6,683

資本
5,355

のれん及び
無形資産

3,326

自己資本比率
D/Eレシオ
ネットD/Eレシオ

52.1%
0.35倍
0.18倍

50%程度
0.35倍程度
0.15倍程度

43.6%
0.56倍
0.27倍

47.6%
0.43倍
0.17倍

格付け用※ 格付け用※
2016年度 2017年度 2019年度

目指すべきバランスシート
総資産回転率1.00回以上

資産

負債

資本

当社は「課題提起型デジタルカンパニー」を目指したビジ
ネスモデルの変革に取り組んでおり、そのために、ここ数年間
で積極的なM&Aを実施してきました。2017年度はヘルスケ
ア事業で米国のAmbry Genetics社、Invicro社という買収
額合計が1,000億円を超える大型M&Aを実施しました。買
収資金は財務健全性を担保し、資本効率の維持・向上を目
的としてハイブリッドローン（劣後特約付ローン）による資金

調達を実施しました。
こうした積極的な成長投資と健全な財務基盤の両立を目
指しながら、株主還元の充実と、資本コストを重視し、一層の
資本効率（ROE目標：2019年度9.5％、2021年度11％）の
向上に取り組み、事業ポートフォリオマネジメントの強化を
通じて中長期的に企業価値を向上させることが資本政策の
基本的な方針です。また、キャッシュ・フロー創出力強化にも
取り組み、2019年度に自己資本比率50％程度、ネットD/E

レシオ0.15程度（格付け用）を目指したいと思います。
当社が目指しているビジネスモデル変革には、これからも

※ 格付け用：ハイブリッドローン1,000億円の50%を自己資本と認識

CFOメッセージ

ビジネスモデル変革を支えるために、
イノベーティブな財務戦略を実践していきます。

常務執行役 
畑野 誠司

資本政策の基本的な方針を
教えてください。Q1
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前中期経営計画「TRANSFORM 2016」から現在に至る
まで、当社は数十社にのぼる企業買収を実施してきました
が、M&Aは、あくまでも成長戦略の推進のための一手段とい

当社はグループ各社におけるキャッシュの見える化や、資
金管理の強化を目的に「グローバル・キャッシュマネジメント
システム」を導入しています。今後は為替変動対策としてグ
ローバルネッティング（差額決済）構築に注力し、資金効率
化により為替エクスポージャーを的確に把握して、効果的な
為替リスクヘッジを実行していきます。
またM&Aによるグループ会社の増加にともなって、子会
社の運転資金を本社が融通するケースが増えていますが、
2017年度はこうした子会社の資金の動きを細かくチェック
していくためのシステム改良を実施しました。
今後、資本コストを重視し、「投下資本収益」を主要な経
営管理指標として活用して、資本効率を向上させ企業価値
の最大化を図りたいと思います。

う位置づけです。M&Aの検討にあたっては、まず自社の強み
や技術、保有資産を最大限活用してシナジー効果が創出で
きる領域を狙い、事前に十分な調査・検証を行い市場成長
性や適社性を見極めます。また、買収先の経営陣と経営理念
やビジョンなどの価値観がしっかり共有できることが重要だ
と考えています。その上で、事業戦略との適合性や事業計画
の蓋然性、買収価格の妥当性などについて多面的な視点で
適正評価を行っています。
買収プロセスでは、対象企業のビジネスモデルや技術、マ

ネジメント体制、会計、シナジー効果とリスクなどに関して徹
底したデューデリジェンスを行います。さらに、PMI（買収後
の統合プロセス）の一環として、「100日プラン」と呼ぶ施策を
実施しています。これはPMIを円滑かつ確実に進めるため、
買収後100日間に全社のリソースを集中投下するもので、当
該事業部門だけでなくコーポレート部門も参加して経営ビ
ジョンの共有化、買収先のコンピタンスの徹底分析、経営実
態の「見える化」などに取り組んでいます。また、買収後は「投
資レビュー」としてモニタリングを継続することをルール化し
ており、とくに大きな買収案件については、毎月の経営執行
会議などで経営状況を把握し、改善が必要な場合は速やか
に支援を実施しています。かかる枠組みのなかで、過去に取
り組んだM&Aの経験を活かし、そこでの学びや、買収先が
持っているノウハウ・経験を社内で共有して、企業力を高め、
将来の成長につなげていきたいと思います。

成長投資が不可欠となります。成長戦略の実行を財務面か
ら支えていくことがCFOとしての私の使命だと考えています。
私は、日ごろから財務部門の社員に対して「ビジネス同様に、
財務もイノベーティブな発想で業務に取り組んで欲しい」と
伝えていますが、“ラストマン”として健全性を担保したうえで、
資本効率（ROE・ROIC）向上に貢献する先進的な取り組み
を実践していきたいと考えています。

資本政策の基本的な方針
当社は課題提起型デジタルカンパニーを目指してビジ
ネスモデルの変革に取り組み、中長期的な企業価値向
上に向けた持続的な成長を支えるための最適な資本政
策を実施していきます。特にキャッシュ・フロー創出力の
強化と資本効率（ROE・ROIC）の向上を重視し、その実
現に向けて、「成長投資の実施」「株主還元の充実」およ
び「財務基盤の強化」について、これらの最適バランスを
目指した資本政策を推進し、資金効率の向上と資本コ
ストを意識した最適な資本・負債構成を目指します。

1．資本効率の向上
資本コストを重視し、資本コストを安定的に上回る
ROE・ROICの向上を目指します。このために、投下
資本収益※を主要な経営管理指標とし事業ポート
フォリオマネジメントの強化を通じて企業価値の最
大化を図ります。

2．株主還元の充実
連結業績や成長分野への戦略投資の推進などを総
合的に勘案しつつ、積極的に利益還元することを基
本とし、配当額の向上と機動的な自己株式の取得を
通じて、株主還元の充実に努めます。

3．財務健全性の担保
財務ガバナンスの強化、財務リスクの最小化、資金効
率の向上、株主資本の充実により積極的な成長投資
を支える財務基盤の強化を図ります。

※  投下資本収益：事業収益から投下資本コストを控除した収益。どれだけ投下資本
コストを上回る価値を創造したかを示す指標。投下資本収益の最大化により
ROEおよびROICの向上を図る。

成長投資として積極的にM&Aを
実施していますが、M&Aの考え方や
取り組みスタンス、PMIの
注力ポイントを教えてください。

Q2

成長投資の一方で、資金管理の
高度化や資本効率の向上のために
どのような施策を進めていますか？

Q3
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クラウド
デジタル空間

現実空間

エッジ

Input

認識 解析 予知

Output

人的資本

Deep Learning

差別化戦略
エッジIoTプラットフォーム

コニカミノルタの事業活動

将来的な
社会課題 社会への提供価値

ビジネス
ライフサイクルの
短縮傾向

労働人口減少／
少子高齢化　

医療費負担の増加

医師不足

介護スタッフ不足

社会インフラの
老朽化

テロ・災害の脅威

情報セキュリティ
リスクの増大　

気候変動

・・・

資源枯渇

● 企業の競争力向上

● ワークライフバランス
の改善　

● マーケティング活動の
ROI向上

● 診断、医療の質向上　　

● 介護サービスの質向上　

● 在宅医療の促進

● Quality of Lifeの向上

● モノづくりの品質向上、
生産性向上

● 生産リードタイム短縮

● 治安の向上

● 社会インフラ事故の防止　　

● 環境負荷の低減

● 生産プロセスでの
ロスの撲滅

顧客価値
● 非構造化データ
（メール・人の動き・動画）
● 構造化データ
（基幹システムデータなど）

予知・予測

意思決定支援

創造性向上

生産性向上

自動・最適化

従業員　約43,000人 カスタマー
エンジニア　約10,000人 システムエンジニア　約1,700人

技術力
特許保有件数※　   21,276件
研究開発費　　　　   770億円
売上高研究開発比率　　 7.5％

グローバル
顧客接点力

セールス／
サービス体制　約150カ国
直販比率　　    約65％

顧客
基盤 顧客数　約200万社

社会課題の解決

KPI
2019年度
経営目標

KPI
2019年度
環境目標

財務

750億円以上
営業利益

7%

営業利益率

500億円
当期利益

9.5％
ROE

（2005年度比）

非財務

50%削減

ライフサイクルCO2排出量

7,700億円
サステナブルグリーンプロダクツ売上高

価値創造プロセス

バリューチェーン　　　　　　　　（P.77）

戦略を支える無形資産

オフィス事業 （P.45）
売上高：5,838億円　営業利益：449億円

売上高：2,142億円　営業利益：92億円
プロフェッショナルプリント事業 （P.46）

売上高：965億円　営業利益：55億円
ヘルスケア事業 （P.47）

売上高：1,182億円　営業利益：234億円
産業用材料・機器事業 （P.48）

コーポレートガバナンス　　　　　 （P.58）

※ 特許保有件数は日米中における合算値
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